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１． 食料・農業・農村基本法の見直し

2． 多面的機能支払交付金に係る情勢等



人口減少、高齢化に伴い、
国内の市場規模は縮小の可能性

1億2,361万人 1億2,586万人 １億190万人人口

72兆円 84兆円
（2015年）

飲食料の
マーケット規模

世界の農産物マーケットは拡大の可能性

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円

1990年 2020年 2050年

人口 53億人 78億人 98億人

＋30％

国内

世界

▲20％

12.1％ 28.7％高齢化率
（65歳以上の割合）

生産農業所得 4.8兆円 3.3兆円

飲食料の
マーケット規模

（主要国）

－ 890兆円
（2015年）

基幹的農業従事者数 293万人 136万人

耕地面積 524万ha 437万ha

1,360兆円
（2030年）

○ 人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少の可能性。一方、世界の農産物マーケットは拡大する可能性。
○ 国内外のマーケットの変化にかんがみれば、農林水産業の生産基盤を強化し、農林水産物・食品の輸出促進により世界の食市
場を獲得していくことが重要

・ 日本の農林水産業GDP（2019年）
世界８位

・ 日本の農産物輸出額（2019年）
世界50位

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

1兆5,000億ドル
（約166兆円）

（2018年）
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１）農政を取り巻く状況の変化

１．食料・農業・農村基本法の見直し
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【昭和40年度】

（カロリーベース総合食料自給率 73％）

輸入分
輸入飼料
（自給としてカ
ウントせず）

自給分凡例

供給熱量割合 [％]

大豆 21%

果実 32%

品目別供給熱量自給率 [％]

【令和３年度】

（カロリーベース総合食料自給率 38％）
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２）我が国の食料消費構造と自給率の状況



＝ ＝

ミネラルウォーター（２ﾘｯﾄﾙ）101円 缶コーヒー 130円

出展：ミネラルウォーターは、総務省「小売物価統計調査（主要品目の東京都区部小売価格）」による2021年平均価格
缶コーヒーは、街中の自動販売機等で販売されている一般的な価格

お茶碗約５杯お茶碗約４杯 コーヒー

○ 茶わん１杯のごはんを炊く前のお米（精米）の重さは６５g くらいです。 ５㎏の

精米は約７７杯になりますので、 1,838円（小売価格の平均）のお米を買ってごはん

を炊いた場合、１杯当たりのお米の値段は約２４円 となります。

      
※ 茶わん１杯のごはんは、精米65ｇ使用、５㎏当たり1,838円（ＰＯＳデータによるコメの平均小売価格（令和４年５月））で算出。

茶わん１杯のお米の値段
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（参考）



等

３）食料・農業・農村基本法の改正の方向性について 

【食料安定供給・農林水産業基盤強化本部：令和５年12月27日】
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【食料安定供給・農林水産業基盤強化本部：令和５年12月27日】

４） 「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」に基づく施策の工程表（案）<抜粋>
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【食料安定供給・農林水産業基盤強化本部：令和５年12月27日】
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１）取組の継続に必要な予算の確保

２．多面的機能支払交付金に係る情勢等

毎年、国の財政支出は厳しい削減を迫られています。
このため、農林水産省全体の非公共予算（公共事業以外の予算）は、令和５年度においては

平成26年度比で94％に縮減されていますが、この中にあって多面的機能支払交付金予算は、
101％、487億円を確保しています。

多面的機能支払交付金予算の推移

R6

486億円



２）日本型直接支払のうち多面的機能支払交付金
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9

農地維持支払のカバー率の推移等（H19～R4）
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カバー率（認定農用地面積／農用地面積）

北海道

全 国

（％）

年度

2.1 倍

3.1 倍

H19比

H19比

（27％ → 56％）

（22％ → 68％）

３）多面的機能支払交付金の実施状況

H19

北海道 257千ha

全　国 1,160千ha

認定農用地面積

R4 H19比

788千ha 3.1倍

2,318千ha 2.0倍

カ
バ
ー
率



注：計数は、端数を四捨五入しているため、端数において合計が一致しないものがある。
農林水産省資料より宮崎雅夫事務所加工
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○土地改良予算の推移
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